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研究成果の概要（和文）：著作権の侵害主体の事例において、公正使用法理を、イノベーション

や文化政策の視点から根拠づけた。具体的には、サーチエンジンのおこなっているビジネスや

電子図書館、プロバイダー、私的複製機器の事例を、比較法・経済学・歴史の点から検討した。

また、特許権の間接侵害の事例と比較により、ソフト化とインターネットの発達により同様の

問題が生じていることが明らかとなった。これらの分析の結果、著作権の侵害主体の問題にお

いて、財産権→不法行為→著作権制限規定による積極的外部経済の保護という視点が反映して

いた。 
 
研究成果の概要（英文）：This study shows the basis of the Fair Use doctrine in the case of 
secondary copyright infringement from a viewpoint of innovation and cultural policy. This 
opinion is based on the analysis of the cases of businesses and Book Search Project by 
Search Engine, Service provider, devices for private copy in comparative law, economics 
and history, The analysis of the cases in patent indirect infringement reveals the same 
problems by the development of software and internet. Therese analysis reflects the 
perspective of the change from property through tort to positive externality by restriction of 
copyright. 
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１．研究開始当初の背景 
 著作権侵害主体について、わが国では、

指揮監督および（カラオケ法理）などの解釈

論が、私的複製機器の提供の事例にも適用さ

れることの是非が論じられていた。研究開始

時点で、P2P の事例（「著作権侵害の責任主
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体についての比較法的考察―P2P の問題を

中心として―」筑波大学法科大学院創設記

念・企業法学専攻創設 15 周年記念論集『融

合する法律学（下）』（2006 年・信山社）705

－771 頁）、テレビ視聴サービスの事例（著作

権侵害の責任主体に関するわが国判例法理

の比較法上の位置づけ－テレビ視聴サービ

スの事例を中心に－」知財管理 57 巻 3 号 357

－376 頁（2007））を検討し、著作権の侵害

主体の行為類型ごとに比較法上の検討をお

こなっていた。 

特許権の間接侵害については、「分担され

た実施行為に対する特許間接侵害規定の適

用と問題点」特許研究 41 号 5－17 頁

（2006）の中で、共同直接侵害を合わせて

検討していた。 
さらに、「著作権侵害の責任主体―不法行

為法および私的複製・公衆送信権の視点か

ら」『現代社会と著作権』（斉藤博先生御退官

記念論文集・2008 年・弘文堂）197－227 頁

で、財産権と不法行為法、私的複製、公衆送

信権という個別の著作権制度から、著作権侵

害主体の問題との関係を論じた。Sony 判決

に関する基礎研究をもとにした上記研究か

ら、著作権の物権的構成をみなおし不法行為

法の枠組みに修正して判断すべきであるこ

とを主張した。さらに、この問題解決に、著

作権の個別制限規定および、公正使用の法理

（著作権制限の一般規定）の役割が重要であ

ることが問題意識として浮かびあがってき

た。 
 
２．研究の目的 

 本研究は、これら比較法研究および諸提言

を発展させ、公正使用の法理の具体的立法

論・解釈論を提案し、これを多角的に実証す

ることが目的である。 

 より具体的には、著作権侵害主体について、

財産権による規律よりも不法行為による規

律が望ましい。しかしながら、カラオケのリ

ース業者、ゲーム攻略ソフトの提供者、デジ

タル放送サービス業者、P2P とよばれるファ

イル交換ソフトの提供者、インターネットプ

ロバイダー、インターネット電子掲示板の運

営者、テレビ放送の録画サービス業者、サー

チエンジンによるビジネスなどのさまざま

な行為を検討することを通じて、ある行為類

型については、さらに、著作権の制限規定に

よるイノベーションや文化政策などの積極

的外部性を考慮すべき場合があることを明

らかにすることを目的とした。 
 
３．研究の方法 

 欧州（ドイツ・イギリス）、アメリカの包

括的な比較法研究（判例分析、学説）のみな

らず、特許法との比較、歴史研究・法と経済

学・実証研究から多角的に分析する。 

 具体的には、第 1 に、著作権の侵害主体の

行為を規律する各法制度（特許間接侵害、著

作権の侵害主体、著作権法上の私的複製、民

事執行、不法行為）を横断して比較法の調査

をおこない、各法制度の相互関係と経済的機

能を分析する。 

第 2 に、公正使用という著作権制限の一般

規定をどのように立法・解釈すべきかについ

て、検索エンジンなどの新しいサービスにお

けるアメリカ判例法理の変容をふまえつつ、

解釈論・立法論を検討する。 

第 3 に、公正使用の法理の法政策・考慮要

素を、著作権の侵害主体の類型と他の行為類

型に区別して明らかにする。 

第 4 に、著作権の侵害主体を規律しうる法

律構成を、技術・サービスの実態、および法

と経済学の各側面から比較検証する。 

 
４．研究成果 



 

 

著作権の侵害主体について、著作権制限規

定に関する公正使用の法理を必要とする場

合を、イノベーションおよび文化政策の点か

ら根拠づけた。 

第 1 に、著作権制限規定については、興味

深い成果をあげることができた。サーチエン

ジンと notice and takedown が用いられるプ

ロバイダーの責任、Google Book Search と

いう新しい問題について、公正使用の規定を

有するアメリカの事例をとりあげた（論文

④）。これと対比させる意味で、公正使用規

定を有しないドイツにおける Google のサム

ネイルに関する最高裁判決）（論文①）をも

とにサムネイルの事例に、引用規定を拡張で

きるかについて検討した。論文①では、ドイ

ツ著作権法の個別制限規定が類推適用され

る裁判例の発展過程を記述した上で、それで

もインターネット上の行為については引用

規定の拡張適用には限界があることを論証

した。このドイツ法、EU 法の成果、および、

引用規定において公正使用の法理のような

解釈の経験をわが国裁判例が積んでいるこ

とから、公正使用法理の導入の必要性・許容

性を論証した。 

論文①と④から、従来の学説の引用規定な

どの個別制限規定の拡張解釈や柔軟解釈で

は限界があり、個別制限規定と一般制限規定

（公正使用）の協働がますます必要となって

いることを主張・論証した。また、論文④を

とおして、サーチエンジン、Google Book 

Search project という著作権侵害主体の事例

において、アナログの私的複製機器に関する

Sony 最高裁判決とパロディに関する

Cambell 最高裁判決がどのように引用され

機能しているのかを明らかにした。それと同

時に、公正使用の法理には、イノベーション

（市場の機会を拡大する機能）および文化遺

産の保護（電子図書館）の機能を有すること

を明らかにした。 

著作権侵害主体についても、プロバイダー

やサーチエンジンについて検討をおこなっ

た。プロバイダーの責任の規律には具体的に

は notice & takedown から、できる限り責任

を負わないという立場など、さまざまな制度

があるものの、財産権による規律よりも不法

行為法による規律が望ましいことを明らか

にしていた。さらに、私的複製が問題となる

機器（iPod、私的録音・録画機器）等を視野

に入れて、著作権の侵害主体の問題が、財産

権→不法行為→著作権制限規定による外部

経済の保護という大きな視野からとらえら

れるべきという仮説をたてた。以上の仮説を、

比較法および歴史・経済学等の視点から、さ

まざまな侵害主体の行為類型で論証した（論

文④）。 

さらに、特許権の間接侵害について、包括

的な比較法研究を含めた論文（論文③）およ

び図書（図書①）を公表し、著作権の侵害主

体の諸類型と比較して論じた。特に、特許権

の間接侵害では、ソフトウェア関連発明や用

途発明に関する事例で、過剰な規制や過少な

規制に陥っていることが明らかになってお

り、「物」に関する規整が「行為」に関する

規整に変容していることを明らかにした。 

その結果、同じネットワーク技術に関する

著作権侵害行為および特許間接侵害につい

ても、教唆行為・間接侵害行為と直接侵害行

為の区別が困難となりつつあることを検証

した。また、ソフトウェアについても、ソフ

トウェア等の無体物が提供される特許法の

間接侵害において特許権の効力が拡大しす

ぎるのと同じ問題が、著作権の侵害主体にお

いても生じうることを検証した（図書①）。 

2013 年 4 月の著作権法学会の報告では、

私的複製に関する著作権制限規定について、

その根拠、技術的保護手段や情報契約との関



 

 

係、侵害主体、補償金請求権について横断的

に検討する機会を与えられた。 

その報告の中で、ドイツ法のように財産権

の構成では、大学や企業などあらゆる主体が

責任主体になりうることの弊害が明らかに

なった。また、アメリカ法の検討から、著作

権侵害主体との関係では、私的複製は市場機

会を拡大する（イノベーション）機能がある

ことを指摘し、歴史および経済学の視点から

論証した。あわせて、クラウドなど、私人に

よるアップロード行為が介在する類型につ

いては、フェアユースの規定を設けることの

必要性を指摘した。この報告の成果は著作権

研究に掲載される予定である。 
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